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研究成果の概要（和文）： 
 本研究の目的は、コンジョイント分析を用いて公立図書館の設置と運営に関わる諸属性に対
する市民の支払い意思額を推定するとともに、この手法の適用可能性について検証することで
ある。「図書館へのアクセス」「蔵書規模」「開館時間」「貸出条件」「一世帯当たりの年間税負担
額」の五つの属性を設定し、選択型コンジョイント分析を行った。その結果、図書館の利用頻
度の高さ、ならびに、家計における収入の高さが、支払い意思額の高さと強い相関のあること
が明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The purposes of this study are to estimate the citizens' willingness to pay of the 
various attributes for establishment and operation of public libraries by conjoint 
analysis, and to examine the applicability of this method. The attributes were (1)access 
to library, (2)collection size, (3)open hours, (4)circulation policy and (5)annual tax 
burden per household. The author conducted choice based conjoint analysis, and revealed 
that the high frequency of library use and the height of the income in the household were 
significant correlation with the height of the willingness to pay.  
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 
 直接経費 間接経費 合 計 
2009 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 
2010 年度 800,000 240,000 1,040,000 
2011 年度 700,000 210,000 910,000 
年度  
年度  
総 計 2,500,000 750,000 3,250,000 
 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：情報学・図書館情報学・人文社会情報学 
キーワード：図書館評価・図書館統計 
 
１．研究開始当初の背景 
 
近年、公共図書館を対象とした「費用便益分
析（Cost-Benefit Analysis）」や「投資収益
率（Return on Investment）」に関する評価
事例がしばしば報告されるようになってい
る。その背景として、以下のような要因が挙
げられる。 
（1）情報環境の大きな変革の中で、改めて、
公共図書館の存在意義を確立するために、地
域社会への貢献度を実証的に論証する必要
があること 
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（2）政府や自治体による公共支出の妥当性
や健全性に対する市民の関心が高まってお
り、自治体は、その意思決定について説明責
任を果たす義務が生じていること 
（3）主に経済学分野において、価格を持た
ない非市場財の経済価値を測定するための
様々な手法が開発され、充分な研究蓄積が存
在すること 
 ただし、公共図書館を対象とした既往事例
については、以下のような問題点が指摘され
る。 
（ア）各図書館（地方自治体）において散発
的に行われたものであり、系統的な比較がな
されていないこと 
（イ）特定のサービスを対象とした事例が多
く、図書館のもたらす全ての価値を過不足な
く評価しようとするものではないこと 
（ウ）特定の測定手法のみを用いた事例が多
く、手法間の関係や特性について、十分な検
討が加えられていないこと 
（エ）大半が、公共図書館利用者を対象とし
た調査であり、非利用者を含めた市民全体の
意識が明らかにされていないこと 
 また、上記（1）～（3）に加えて、公共図
書館設置や運営に対する市民の支払い意思
額を把握することのメリットとして、以下の
二点が挙げられる。 
（I）図書館に投資される費用との直接的な
比較が可能となり、政策立案に際して、より
合理的な意志決定を行われるようになるこ
と 
（II）他の公共サービスや民間サービスのア
ウトプットとの比較を円滑にし、公共部門や
民間部門への資源配分といったより広い視
点から、公共図書館の最適供給について検討
を加えることが可能になること 
 したがって、図書館評価や図書館政策とい
った観点から、公共図書館のもたらす経済価
値を測定するための信頼性の高い方法を構
築することには、十分な学術的意義が存在す
ると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 
コミュニティの構成員全体が享受するこ
とのできるあらゆる便益（効用）と、同じく
コミュニティの構成員全体が負担しなけれ
ばならないあらゆる費用とを、それぞれ推計
して比較する費用便益分析は、政策的意思決
定のための有効なツールとして用いられて
きたが、近年、その重要性を増している。そ
の背景には、政府・自治体の財政難、効率的
な公共投資や公共サービスの必要性、行政評
価や情報公開制度といった政策プロセスの
透明性の確保といった諸要因が挙げられよ
う。 
こうした状況の中で、実務面では、主に大
規模公共事業の政策立案・評価について、費
用便益分析のための技術指針やガイドライ
ンの策定が積極的に行われており、研究面で
は、環境経済学分野や交通経済学分野におい
て、価格をついていない非市場財の便益測定
手法が開発・精錬され、数多の実証事例が蓄
積されつつある。 
 一方、図書館、もしくは、図書館サービス
を対象とした費用便益分析は、図書館情報学
分野における古典的な問題意識の一つであ
ったが、上述のような文脈を敷衍して、近年、
主に欧米において研究が増加傾向にあり、い
くつかのレビュー文献やマニュアル類が刊
行されるに至っている。但し、日本では図書
館を対象とした実証的な事例は未だ多いと
は言えない。 
 さて、図書館（サービス）を費用便益分析
の対象とする場合の第一の論点は、値段のつ
いていないサービスの価値を、どのように貨
幣測度に置き換えるかという点であること
は言を待たないであろう。一般に、図書館の
提供するサービスには対価が徴収されるこ
とがないため、利用者（消費者）のサービス
に対する支払い意思額を推計することは困
難である。したがって、非市場財に対する既
存の種々の測定手法を、図書館を対象とした
ものとしてカスタマイズするか、あるいは、
新たに開発する必要がある。そこで本研究で
は、コンジョイント分析を用いて公立図書館
の設置と運営に関わる諸属性に対する市民
の支払い意思額を推定するとともに、この手
法の適用可能性と妥当性について検証する
ことを目的とする。 
図書館サービスに限らず、非市場財の測定
手法には、大別して、「顕示選好法（revealed 
preference method）」と「表明選好法（stated 
preference method）」とがある。前者の代表
的な手法としては「代替法」、「旅行費用法」、
「ヘドニック法」があり、とりわけ、代替法
と旅行費用法については、図書館サービスを
対象とした既往事例が比較的古くから存在
している。また、後者の代表的な手法として
は「CVM（仮想評価法）」、「コンジョイント分
析」がある。これらはいずれも相対的に新し
い手法であると言える。また、CVM を用いた
既往事例は少なくないものの、コンジョイン
ト分析を用いて図書館の経済価値を測定し
た事例は極めて少ない点が指摘される。 
元来、コンジョイント分析は計量心理学分
野やマーケティング分野において開発・発達
してきたものであり、例えば、ある製品につ
いて、様々な属性ごとに複数の水準を設定し、
それぞれの製品プロファイルについて仮想
的な市場調査を行い、消費者がどのような属
性をどの程度選好するのかを定量的に把握
することによって、一定のコスト制約の元で、
より市場に受け入れられ易い商品開発を行
  
うといったことがしばしば行われてきた。ま
た、現在では、コンジョイント分析は種々の
学問領域において適用されるようになって
おり、図書館情報学分野もその例外ではない。
急速に発展する情報環境や多様化する情報
サービスについて、利用者が、図書館に対し
て、どのような施設・設備・サービスを選好
するのかを明らかにしようとした既往事例
は少なくない 4)。但し、それらは利用者の図
書館サービスに対する選好意識を調査した
ものであって、属性ごとの支払い意思額を推
計しようとしたものではない点に留意され
たい。 
 ここで、同じ表明選好法の一種である CVM
とコンジョイント分析との主たる相違点に
ついて触れておきたい。CVM が諸属性の集合
体としての図書館や図書館サービスを一括
して評価対象とするのに対し、コンジョイン
ト分析は、それらの諸属性ごとの支払い意思
額を逐一推計できるという点を挙げること
ができる。 
本研究は、以下の調査手続きにしたがって
行った。 
 
（1）評価対象の選択 
（2）属性と水準の設定 
（3）プロファイルの作成 
（4）調査票の設計 
（5）データ収集 
（6）データの分析 
 
本研究の主たる目的は、コンジョイント分
析を用いて公立図書館の経済価値を測定す
ることの妥当性を検証することにある。特定
の地域や図書館を限定することなく、多様な
バックグラウンドを持つ様々な回答者に対
して、複数の仮想的な図書館のプロファイル
を提示し、それらに対する選好意識を調査す
ることとした。 
 図書館の基本的な属性（要素）としては、
「蔵書」、「職員」、「図書館建築」が挙げられ
るが、それら三つについても様々な側面から
の評価が可能である。もちろん、これら三要
素以外にも、多種多様な属性が存在している。
本研究では、単に、図書館のハード面だけで
なく、ソフト面（サービス内容等）も含めて、
図書館の設置から運営に関わる諸属性に対
する市民の選好意識を調査することを目的
としている。 
具体的には、公立図書館を対象とした既存
の来館者調査や住民調査を概観し、「立地条
件」「開館時間」「貸出条件（冊数）」「蔵書冊
数」「家計の年間税負担額」の五つの属性を
選択するとともに、各々の属性について 2～4
の水準を設定した。 
 立地条件については、図書館が日常的な生
活圏内に立地しているかどうか、すなわち、
「図書館にわざわざ行く必要があるか」、あ
るいは、「何かのついでに図書館にアクセス
可能かどうか」の違いを示している。 
次に、開館時間は、既往調査 4)の結果から、
図書館サービスの中でも、極めて高い選好が
表明されたものであり、「8時間開館」、「10
時間開館」、「12 時間開館」の 3水準を設定し
た。 
また、館内閲覧と館外貸出を主たる目的と
して来館する利用者の比率が最も高いこと
は数多の図書館調査から明らかである。そこ
でここでは、貸出を取り挙げ、「貸出条件（冊
数）」に着目するとともに、全国規模の調査
で最も多かった「20 冊」、「10 冊」、「5冊」の
3水準を設定した。 
一方、蔵書冊数については、多くの回答者
が、特定の数値を提示されたとしても、その
多寡の相対的順位は理解できても、具体的に、
その規模を把握することは困難であると考
えたため、全国の約 3分の 2の図書館が 5万
冊以上の蔵書規模を備えていること、さらに、
「10 万冊」は約 3分の 1以上、「25 万冊」は
トップ 10％以上、「50 万冊」はトップ 2％以
上の規模であることを調査票に付記した。 
最後に、家計の年間税負担額については、『日
本の図書館 2008』FD 版を用い、4水準の蔵
書規模を基準として、それぞれの図書館に要
する平均的な費用を算出した。また、ここで
は、（1）図書館建築費を含めた初期投資額を
1m2 当たり 30 万円、（2）図書館の耐用年数を
40 年、（3）専任職員の人件費を一人当たり
1000 万円と仮定して、図書館統計では測定さ
れない数値を補完するとともに、各々の図書
館いついて、設置と運営に関わる一年当たり
の費用を算出した。 
他方、「平成 17 年度 国勢調査」の結果よ
り一世帯当たり人口 2.55 人とし、当該規模
の図書館を持つ自治体の人口（応能負担を想
定）と登録者数（応益負担を想定）の 2パタ
ーンで、一世帯当たりの税負担額を算出した。
但し、現実の税制は複雑であり、かつまた、
一世帯当たりの負担金額は所得や家族構成
そのほか様々な要因によって異なっている。
また、将来世代への負担の転嫁額（国債や地
方債など）の比率も増加傾向にある。ここで
は、それらの要因は考慮せず、概ね、どの規
模の図書館においても、一世帯当たりの平均
負担額は 3,000 円～6,000 円の範囲に収まっ
たことから、負担額の水準を「3,000 円」、
「4,000 円」、「5,000 円」、「6,000 円」の 4水
準とした。 
 さて、経験的に、コンジョイント分析では、
回答者が無理なく回答できる属性数は 4～6
程度であるとされている。したがって、本研
究でも属性は五つまでとした。そこで、今回
の調査では採用しなかったその他の属性や
サービスについては、別途、設問を用意した。
  
具体的には、計 32 の属性（および「その他」）
に対して、回答者がいずれの項目を重視して
いるかについて、最大で五つまで回答しても
らうこととした。 
 上記の五つの属性と各々の水準を全て組
み合わせたプロファイルを作成しようとし
た場合、プロファイル数は合計で 288 パター
ンとなってしまい、アンケート調査を実施す
ることは現実的でない。そこで、コンジョイ
ント分析では、直交配列（orthogonal array）
を用いて、それら全てのプロファイルを用い
ることなく、効率的なプロファイル・デザイ
ンを行うことが一般的である。本研究におい
ても、SPSS の ORTHOPLAN コマンドを用いて、
25 の図書館プロファイルを作成した（全ての
組み合わせの 8.68％に相当）。 
 また、一般には、直交配列を用いただけで
は、他のサービス水準が著しく高いにも拘わ
らず、負担額の低いプロファイルが作成され
たり、その逆の場合も生じ得る。したがって、
そうした現実性の乏しいプロファイルを予
め除外するか、あるいは、プレテストの結果
に基づいて、D効率性を求め、プロファイル・
デザインを行うといった手法も用いられて
いる。但し、本研究においては、そうした非
現実的なプロファイルは確認されなかった。 
 コンジョイント分析には、様々なバリエー
ションが存在する。例えば、質問方法につい
ても、「評定型（rating）」と「選択型
（choice-based）」に大別され、さらに細か
く分類することが可能である。前者は、一つ、
もしくは、複数のプロファイルに対して、相
対的あるいは絶対的な評点を付与するもの
であり、後者は、複数のプロファイルから自
身の最も選好するものを一つだけ選択する
というものである。これらの調査手法にはそ
れぞれ長所と短所があり、研究の目的に照ら
して最も適切な手法を選択すべきであるこ
とは言うまでもない。 
 評定型に対する選択型の一つのアドバン
テージとして、複数のプロファイルの中から、
どれか一つを選択すれば良いため、現実の購
買行動に類似しており、その点で、回答者へ
の負担が少ないという点が指摘されている。
そこで、本研究では、回答のし易さを重視し
て、二肢選択型のコンジョイント分析を実施
することとした。 
 具体的には、25 のプロファイル群を二つ用
いて、両者をランダムに並べ替え、回答者に
どちらがより好ましい（あるいは望ましい）
図書館であるかを尋ねるというものである
（一対比較）。 
 上述の通り、本研究では、特定の自治体や
図書館を対象とした来館者調査や住民調査
ではなく、ひろく全国に回答者を募ることと
した。そのため、インターネット調査を実施
し、1,060 名の回答者を得た。回答者は、学
生を除く成人とし、 
（1）性別（2区分）：「男」「女」 
（2）年代別（5区分）：「20 代」「30 代」「40
代」「50 代」「60 代以上」 
（3）図書館の利用頻度（6区分）：「a. 過去
１ヶ月以内に複数回公共図書館を利用した」
「b. 過去 1ヶ月以内に少なくとも一度は公
共図書館を利用した」「c. 過去 6ヶ月以内に
少なくとも一度は公共図書館を利用した」「d. 
過去１年以内に少なくとも一度は公共図書
館を利用した」「e.過去１年間は公共図書館
を利用していない」「f. これまで、公共図書
館を利用したことがない」 
の三つの観点（計 60 グループ）について、
回答者の均等割り付けを行った。このほか、
「職業」、「既婚／未婚」、「子どもの有無」、「年
収」についても併せて尋ねている。 
 
４．研究成果 
 
収集したデータについて、統計ソフト Rを
用いて、条件付きロジットモデルを推定する
とともに、推定された係数から属性ごとの支
払い意志額を算出した。また、全体集計だけ
ではなく、「性別」、「年代別」、「図書館の利
用頻度別」、「収入別」、「職業別」、「既婚／未
婚」「子どもの有無」といった回答者の属性
ごとの分析も行った。 
まず、ロジットモデルの信頼性の指標であ
る McFadden's ρ（尤度費検定）の値は、い
ずれの属性グループにおいても（0.3～0.4）
で推移しており、良好な結果が得られたと言
える（最小二乗法による線形回帰の決定係数
では 0.6～0.8 に相当）。 
 回答者全体については、「家計の税負担
（-69.88）」を最も重視しており、次に「立
地条件（47.01）」→「蔵書規模（43.04）」→
「開館時間（19.81）」と続き、「貸出条件
（1.68）」については相対的に重視されてい
ないことが明らかになった（括弧内は推定さ
れた係数の t 値を示している）。これらの傾
向は、いずれの属性グループにおいても、概
ね共通して見られた傾向であるが、その一方
で、「40 代」と「50 代」のグループ、ならび
に、「会社員」と「経営者」のグループは、
蔵書規模よりも、開館時間をより重視した。 
 また、回答者全体の属性ごとの限界支払い
意志額については、生活圏内に図書館が立地
していることに対しては「1731 円」、蔵書
1,000 冊あたり「3.4 円」、開館時間 1時間延
長につき「179 円」、貸出制限 1冊当たり「4.4
円」という結果が得られた。 
一般に、図書館についてアンケート調査を
実施した場合、常に、開館時間延長に対する
要望は高いが、これによって、そのためのコ
ストに対して、どの程度、住民の支払い意思
があるのかを定量的に把握することが可能
  
になり、開館時間延長の是非に関する意思決
定に資する客観的なデータを提供すること
ができるようになったと言えるだろう。また、
回答者属性ごとの顕著な傾向として、図書館
の利用頻度の高さ、ならびに、家計における
収入の高さが、とくに、「立地条件」や「蔵
書規模」に対する支払い意思額の高さと強い
相関のあることが明らかになった。 
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